
本レファレンスに記載のモデルと対応する中間サブ目標

モデル名 対応する中間サブ目標

モデル①地方行政官の研修実施体制・能力の強化 1-3-2地方公務員の研修制度の強化

モデル②地方行政官の地域開発能力の向上
2-1-1地方行政官の地域開発計画策定・運営管理・モニタリ
ング能力の向上

モデル③開発計画策定モデル・手法の形成・改善
2-1-2地域の情報、資源に基づいた地域開発計画策定手法の
確立

モデル④行政サービス提供の仕組みの整備 2-2-1行政サービス提供の仕組みの整備

８． 標準的指標例及び代表的教訓(地方行政）
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

1.国情に合った地
方行政制度の整
備

1-3地方行政を支
える行政官の育
成制度の整備

1-3-2地方公務員
の研修制度の強化

6インドネシア 地方行政人材
育成プロジェクト・フェーズⅡ
（協力期間：   2005年 4月～
2007年 3月）

17．カンボジア 地方行政能力
向上プロジェクト（協力期間：
2007年 1月～ 2010年 1月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（地方行政）　　　モデル①　　「地方行政官の研修実施体制・能力の強化」

4．インドネシア
地方行政人材育成（協力期
間：  2002年4月～2005年3月）

①中央政府からの干渉なしに地
方政府が制定した法律の数また
はパーセンテージ（留意点等：中
央政府からの干渉なしにという
意味は、中央政府からの反対が
ないということである。）
②中央政府からの権限を委譲す
ることを求める法律の数または
パーセンテージ及び実際に実行
されている程度（留意点等：一旦
法律が可決されたならば、より
重要でより困難な次の段階とし
てその法律の実施がある。実施
の度合いについては、ルケール
を用いて評価する。）

研修コースが地方の状況により適合したもの
に改善され、地方政府等が自ら必要とする研
修を実施できるようになり、研修関連機関の
連携が強化され（例：中央政府－地方政府、
地方政府間、大学、NGO等）ることにより、中
央政府、地方政府等が、一般行政管理およ
び地域開発の分野において、地方行政に係
わる行政官等(地方議会議員、NGO職員等を
含む)に対し、地方のニーズに基づいた研修
を実施することを図り、行政管理と地域開発
の分野において地方行政に係わる行政官等
の政策立案・実施能力が向上することに寄与
する。

内務省教育訓練庁･北スマトラ州研修所にお
いて地方政府のニーズに基づいて研修カリ
キュラム･モジュールが実践的な内容に改善
され、教育訓練庁と州研修所の研修実施に
おける連携が強化され、行政サービスを向上
するための研修のカリキュラムが改善され、
実施され、研修関連機関(州間及び州内の
州･県･市)との協力関係が構築されることに
より、内務省教育訓練庁及び北スマトラ州研
修所において、地方行政官等の人材育成の
ための研修運営能力が向上することを図り、
研修の実施を通じて地方政府の人材が育成
されることに寄与する。

54．地方行政法運用のための
首都と州レベルの能力開発プ
ロジェクト（PILAC2）（協力期
間：2010年3月16日～2015年3
月15日）

・通常の状況下では研修実施を肩代わりするような役務
提供的援助は、自立発展性の見地から技術協力として
望ましいことではない。しかし、変革期独特の状況のなか
では、その必要性、緊急性は明らかであり、インスティ
テューション･ビルディングや自立発展性にかかわらず例
外として認められるべきである。本件に見られるような激
動期の支援として今後広く公式に認知されるべきである
と考えられる。（右記レファレンスプロジェクト4．より）

（標準的指標例）
１.上位目標の指標例
（基本）
①研修受講者の所属先機関の研修に対する
評価
②研修受講者の所属先における意識と行動
の変化（アンケート、インタビュー等による）
③研修を受講した行政官の、研修内容を実務
に活用した事例

カンボジア「地方行政法運用のための首都と州レベルの
能力開発プロジェクト」（ＰＩＬＡＣ2）では、上記教訓を、「地
方政府の研修運営能力向上を支援する場合には、他州
の研修機関との協力関係の構築及び研修事業の運営に
関する人事交流等がカウンターパートの向上心の育成と
事業の促進に寄与する」と整理し活用。
また、「相手国政府の研修担当部署をカウンターパートと
してプロジェクトを実施する場合には、プロジェクトの中
に、研修実施内容のモニタリング・評価の仕組みを組み
込むことによりオーナーシップの向上が図られる」も右記
プロジェクト6.から教訓として導出されている。

北スマトラ研修所が、地方分権と自治の時代に地方行政
人材を育成していく地方の公務員研修の拠点として、自
立的で持続的な研修運営能力向上をいかに図っていく
かが課題となっていた。その中で、他州の研修機関との
協力関係の構築において、研修事業の運営に関する人
事交流を通じて先進例に接したことが、ISO9001：2000の
導入と「研修運営スタンダード」の策定に繋がった。プロ
ジェクトの枠組に、人事交流など先進例に接することを組
み込むことにより、向上心の育成と事業の促進が期待で
きるであろう。
（右記レファレンスプロジェクト6．より）

内務省地方行政総局（GDLA）が地方分権
化・業務分散化（Decentralization and
Deconcentration：以下D&D）の進捗状況と
ニーズに基づいた研修を企画・実施して運営
管理能力を習得し、GDLA職員がD&D政策及
び地方行政に関する知識を得、州知事・副知
事がD&D政策及び地方行政の役割に関する
理解を得、州事務所職員がD&D政策及び地
方行政の役割に関する理解を得ることによ
り、GDLA職員の研修運営管理能力が向上
し、中央・州レベルの地方行政担当職員の地
方行政に関する知識が向上することを図り、
カンボジアにおいて研修等を通じて地方行政
に関わる人材が育成されることに寄与する。

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①研修受講者の研修内容に対する満足度
②研修管理マニュアルが作成され、それらの
マニュアルに基づき研修が実施される。
③研修実施機関が実施する公務員研修の実
施回数、参加者数、参加者の理解度
④（研修計画に対する）研修の実施率（研修
コースの計画に対する実施率は、研修遂行能
力の達成度と理解する指標）

（モデル記載案）
地方の状況・ニーズにより適合した研修コース
の運営管理に関する主要要素（研修計画、カ
リキュラム、研修講師、実施能力等）が改善さ
れることにより、
（アウトプット）
中央政府（研修機関）の研修運営管理能力が
向上することを図り、
（アウトカム）
地方行政に係わる行政官等の政策立案・実施
能力が向上することに寄与する。
（インパクト）

地方行政運営と人材育成に関する課題と対
策が明確になり、民主的地方開発委員会
(NCDD)事務局、NCDD地方開発計画小委員
会、NCDD財務財政小委員会により5ヵ年開
発計画と3ヵ年投資プログラムに関する業務
実施体系が整備され、5ヵ年開発計画と3ヵ年
投資プログラムの立案・実施管理を行うため
の地方行政運営に関する研修体系が整備さ
れることにより、州政府において、5ヵ年開発
計画と3ヵ年投資プログラムを立案・実施管理
するための地方行政能力が強化されることを
図り、州政府において、地域住民の社会・経
済状況の改善に資する5ヵ年開発計画と3ヵ
年投資プログラムを自立的、戦略的に立案・
実施管理するためのシステムが機能すること
に寄与する。
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（地方行政）　　　モデル①　　「地方行政官の研修実施体制・能力の強化」

43．タンザニア 地方自治体研
修能力強化プロジェクト フェー
ズ2（協力期間： 2011年7月～
2015年7月）

地方自治研修所が関係者間（地方自治庁、
州行政局、地方自治体、研修実施機関）の調
整を適切に行い、地方自治体のニーズを踏
まえた既存研修の改訂・実施及び新規研修
の開発・実施を行う能力が向上されることに
より、地方自治体におけるパイロット事業を
通じて効果的な研修が提供される仕組みが
確立されることを図り、地方自治体に対して
研修が有効に提供される仕組みが確立する
ことを図り、地方自治体が、職員に対して効
果的な研修（長期・短期）を実施することが出
来ることに寄与する。

・流動的な状況下でのプロジェクトデザイン及び実施体制
のあり方
本プロジェクトは計画段階から、プロジェクトをとりまく状
況の流動性が認識されており、必要に応じて柔軟に計画
を見直すことの必要性が指摘されていた。実際に、本プ
ロジェクトは大きな計画変更から細かいプロジェクト活動
内容の調整に至るまでそのように実施されたが、それに
大きく貢献したのは、不断に情報収集を行い戦略的に次
の展開を考える努力であった。今後、世界各地で復興か
ら開発への移行過程の支援が展開されていくことが予想
されるなかで、本プロジェクトがプロジェクトデザインに柔
軟性をもたせ、情報収集を重要な活動として位置づけた
ことにより成果をあげたことは、他の類似する状況下で
のプロジェクトに有益な示唆となるものと思われる。（右
記レファレンスプロジェクト17．より）
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

2.地方行政の計
画・実施能力の向
上

2-1地域ニーズを
反映した計画の
策定

2-1-1地方行政官
の地域開発計画策
定・運営管理・モニ
タリング能力の向上

45．ザンビア 地方分権化のた
めの能力強化プログラムプロ
ジェクト（協力期間：  2006年 8
月～ 2009年 4月）

3．インドネシア
地域開発政策支援 （協力期
間：  2001年4月～2004年4月）

18．カンボジア　北東州地域開
発能力向上計画プロジェクト
（協力期間：2007年 10月  ～
2011年3月）

(*)モニタリング・評価の結果、何らかの
アクションがとられることが必要

地方行政官の州・郡・コミューンレベルの基
礎情報の分析・調査能力が向上し、地方行
政官の地域開発計画策定能力が向上し、地
方行政官の地域開発事業実施・管理能力が
向上し、地方行政官のモニタリング、評価能
力が向上し、事業予算・費用確保がなされる
ことにより、対象とする州において、持続的地
域開発のための地方行政能力が強化される
ことを図り、対象州において、州政府により、
主体的かつ戦略的に州開発事業が実施され
ることに寄与する。

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（地方行政）　　　モデル②「地方行政官の地域開発能力の向上」

（モデル記載案）
地方自治体の事業実施をモニタリング・監督
する所管中央政府のキャパシティが強化され
ることにより、
（アウトプット）
地方行政官の地域開発能力の向上を図り、
（アウトカム）
地方政府の計画・予算・実施の質と住民への
アカウンタビリティが向上することに寄与する。
（インパクト）

地方分権化において生じる地方自治体の構
造改革・権限移譲に備えて、全国72郡の地
方自治体の標準的な組織構造、職員配置、
職務分掌が特定され、地方自治体の開発計
画/予算策定、モニタリング・評価の能力が強
化され、地方自治体の財務管理及び監査能
力が強化され、中央政府による地方自治体
研修、モニタリング、監査能力が強化される
ことにより、地方自治体の開発計画マネジメ
ントサイクル（計画立案・予算策定、実施・調
整、モニタリング・評価、政策へのフィードバッ
ク）における人的・組織的能力が強化される
ことを図り、地方自治体の計画・予算策定、
実施プロジェクトの質が向上し、住民へのア
カウンタビリティが改善することに寄与する。

①地方政府が住民のインプット
を活用し、開発計画や投資を実
行した数またはパーセンテージ
（留意点等：市民の十分なイン
プットが何を示すかという基準を
プログラム/プロジェクトで確立
すること）
②地方政府の予算/財政報告を
適宜、地方議会や、住民、マスコ
ミ、NGO等に提供される程度（留
意点等：予算案については承認
を受けるX日前に入手可能か、
予算に係る公聴会が少なくとも１
回以上開催されているか。財務
報告は、会計年度が終わってか
らXヶ月以内に入手可能となる
か、等。）

（標準的指標例）
１.上位目標の指標例
（基本）
①地方政府によって計画されたプロジェクトの
執行率
②地方開発計画のアウトカム目標への貢献が
示されたプロジェクト・プログラムの計画及び
実施件数
③地域住民の地域開発事業に対する満足度
（アンケート等で測る）

・地方分権化に対応した協力の課題（中央政府機関に対
する支援の必要性）：
地方分権化への協力については、経験の十分でない地
方政府への協力に焦点が当てられるが、分権化当初は
中央‐地方間の関係が安定することに時間を要すること
が多い。
中央政府機関に対しても、長期専門家を配置するか否
かは別として、中央と地方の関係整備への協力につい
て、プロジェクトのフレームワークに適切に組み入れるこ
とが必要である。ま
た、その中で、プロジェクトとしても、あるべき中央と地方
の役割について、ビジョンを形　成・共有していくことが求
められる。（右記レファレンスプロジェクト3．より）

地域開発計画が民主的にかつ地域イニシア
ティブに基づいて策定され、実施され、地方
政府の地域開発分野における人材が育成さ
れ、地域開発にかかる州・市／県レベルの地
域間協力が促進され、大学・NGO・民間セク
ター、住民組織等の地域開発関係者／機関
が、地域開発プロセスに適切に関与し、地域
開発プログラム／プロジェクトが地域イニシ
アティブに基づいて策定され、実施されること
により、中央政府（内務省地域開発総局）と
選定された州政府において、地方自治を推
進するため、地域開発分野における地方政
府の能力（地方政府を支援する能力）が向上
することを図り、中央政府（内務省地域開発
総局）と選定された州政府において、自立的
な地域開発マネジメント能力が向上すること
に寄与する。

パイロットプロジェクトの実施を通したOJT は、地方行政
の事業の計画立案・実施・モニタリング・評価並びに
PDCAサイクルの改善の能力向上の方法として、より効
果的である。しかし、パイロットプロジェクトの実施過程
に、関係者の意識が集中し、能力向上の成果に対する
関心が薄くなりがちである。
能力向上の効果を、プロジェクト期間を通じて測定を継
続する明確な方針と計画を、プロジェクトの計画策定段
階で立てること、専門家、C/P、ターゲットグループ、その
他関係者を含め、プロジェクトの目的は能力向上にある
ことを認識することが必要である。
（右記レファレンスプロジェクト18．より）

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①対象自治体で、権限委譲後の組織図と最適
人員数、管理職の職務分掌・業績管理制度が
制定される。
②地方行政官により地域開発事業が、ガイド
ラインに沿って定期的にモニタリング・評価さ
れている（*）。
③プロジェクト内で作成したガイドブックに記載
されたプロセスと手続に従って、各対象自治体
において実施・運営される社会開発事業の数
が、〇●年までに少なくともXX件となる。
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（地方行政）　　　モデル②「地方行政官の地域開発能力の向上」

50．グアテマラ 地方自治体能
力強化プロジェクト（協力期
間：  2013年 3月～ 2016年 9
月）

40．コロンビア 地方・地域行政
開発計画プロジェクト（協力期
間： 2003年 10月 ～ 2007年
12月）

（中央-県-市町村各レベルの組織間関係を
調整する役割を果たしている）内務司法省に
おいて、地方政府、特に市町村における開発
計画立案支援のための専門行政官グループ
が形成され、地方政府において、特に市町村
における地域開発計画策定を担う人材が育
成されることにより、内務司法省が、地方政
府レベルでの地域開発計画策定を支援でき
る能力を向上させ、地方行政官が、地域開発
計画策定能力を向上させることを図り、中央
政府による支援のもとで、地方政府において
実効性の高い地域開発計画が策定されるこ
とに寄与する。

プロジェクトの実施体制が構築され、社会開
発事業実施のためのマネジメントの枠組み
が整備され、各パイロット市の能力評価結果
に基づき、社会開発事業に係るプロジェクト
サイクルマネジメントの手法が体系化され、
パイロット市幹部、市職員、地域住民リー
ダーの社会開発事業に係るプロジェクトサイ
クルマネジメントについての知識が向上し、
パイロット市の市幹部、市職員、地域住民
リーダーの社会開発事業のプロジェクトサイ
クルマネジメントの実施能力が向上し、パイ
ロット市における社会開発事業のアプローチ
の理解が促進され、パイロット市から得られ
たグッドプラクティスと経験をパイロット市及
びその他の市で共有するための仕組みが構
築され、機能することにより、パイロット市に
おいて社会開発事業の計画策定・予算化・実
施・M＆Eが改善することを図り、パイロット市
において市民の生活状況が改善することに
寄与する。

右記レファレンスプロジェクト18．の事後評価では、パイ
ロットプロジェクトが単発の事業であったため、Ｃ/Ｐ・ター
ゲットグループにとって、州の開発計画に沿った（単発事
業ではない）行政事業の計画・実施・改善という活動が、
日常業務に改善をもたらすという認識が低かった可能性
を指摘した。
パイロットプロジェクトの選定にあたっては、プロジェクト
完了後の活動継続（日常業務への定着）を考慮する必要
性があるとしている。
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

2.地方行政の計
画・実施能力の向
上

2-1地域ニーズを
反映した計画の
策定

2-1-2地域の情報、
資源に基づいた地
域開発計画策定手
法の確立

28．パキスタン  パンジャブ州
地方行政能力向上プロジェク
ト（協力期間： 2004 年8月～
2007 年2月）

32．アフガニスタン 地方開発
支援プロジェクト（協力期間：
2005年 11月～ 2010年 10月）

29．パキスタン パンジャブ州
地方行政能力向上（F/U）プロ
ジェクト（協力期間：   2007年
8月 01日 ～ 2009年 7月）

2．プロジェクト目標の指標例
①プロジェクトで策定された開発計画策定モデ
ル/手法が、政府により承認される。
②本モデル/手法を用いて計画策定が可能な
能力を有する行政官が〇●名養成される。
③本モデル/手法の普及に携わるインストラク
ターが〇●名養成される。
④本モデル/手法の普及研修コースが定期的
に実施されている。

CCB改善計画で得た知識経験を州政府・地
方政府のCCBに関わる行政官等に普及し、
ハフィサバードの地方政府において継続的な
CCB事業改善活動が行われるよう支援し、ハ
フィサバードの地域住民グループ等が、ネッ
トワーク作り等の活動を通じて組織強化され
るよう支援することにより、州政府・地方政
府・地域住民（ハフィサバード）が、コミュニ
ティ開発事業／活動改善にCCB改善計画で
の経験・教訓・成果を取り込み定着させていく
ことを図り、活発な地域住民の活動及び行政
サービス改善活動を通じて、地方政府及び
地域住民がコミュニティ開発事業に関する能
力を強化することに寄与する。

CDC（村落開発委員会）グループが立案した
プロジェクトにより、社会経済インフラ／社会
サービス（想定される事例：フィーダー道路等
の整備、井戸の設置、灌漑施設の復旧、学
校や医療施設の整備・運営、識字教育の実
施、女性支援活動、農産物加工・販売による
収入向上支援等）が改善され、対象コミュニ
ティの開発計画立案及び実施能力が向上
し、中央・地方政府（村落開発省および州政
府）のコミュニティ開発支援に関する取り組み
が改善することにより、
国家連帯プログラム（NSP）により設立された
CDC（村落開発委員会）を活用した複数村落
（CDCグループ）の共同による住民参加型開
発が促進されることを図り、
対象地域において、生計向上と貧困削減が
実現することに寄与する。

・インフラストラクチャー・コンポーネントを含んだ技術協
力プロジェクトの形成
技術協力プロジェクトは、カウンターパートへの技術移転
により、国・社会・住民の抱えている課題を解決し、プロ
ジェクト終了後その解決策が、ある程度の継続性・発展
性を発揮するということを基本としている。このことに基づ
いて本案件を考えた場合、案件を形成する際の構想に、
緊急支援・インフラ建設等への強い意図が存在し、技術
移転のコンポーネントが相対的に弱かった。このことによ
り、プロジェクト成果を取りまとめるモデル構築に関する
投入時期には改善の余地がみられる。今後、同様の意
図をもって形成されるプロジェクトにおいては、インフラ建
設等と技術協力、両者のコンポーネントのバランスに留
意することが重要である。（右記レファレンスプロジェクト
32．より）

①地方政府が住民のインプット
を活用し、開発計画や投資を実
行した数またはパーセンテージ
（留意点等：市民の十分なイン
プットが何を示すかという基準を
プログラム/プロジェクトで確立
すること）
②住民の参加によるメカニズム
から出された意見を取り入れて
決定された地方政府の決定の
数またはパーセンテージ（留意
点等：住民の参加によるメカニズ
ムとは、タウン・ミーティングや合
同委員会等を含む。ただ単に、
会議に招待されるだけでなく、そ
こでの意見が反映されることが
重要である。）

（モデル記載案）
地方行政官の地域リソースを活用した計画策
定、運営管理、モニタリング能力の向上によ
り、
（アウトプット）
地域ニーズを反映した開発計画策定手法が確
立することを図り、
（アウトカム）
地域のステークホルダーが参画した参加型地
域開発計画が計画・実施されることに寄与す
る。
（インパクト）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（地方行政）　　　モデル③　「開発計画策定モデル・手法の形成・改善」

（標準的指標例）
1．上位目標の指標例
（基本）
①本プロジェクトで策定された開発計画策定モ
デル/手法を活用した策定された計画数
②本プロジェクトで策定された開発計画策定モ
デル/手法を活用した実施された事業数

CCB事業に関する地域コミュニティ及び地域
住民のニーズや問題点を地方政府が把握
し、（地方政府の組織分析調査により）CCB
事業に関する地方政府の行政（運営）上の改
善点を地方政府が把握し、モデルディストリ
クト政府によってプロジェクトサイクルのコン
セプトを活用したCCB事業改善計画が策定さ
れ、適用され、モデルディストリクトにおいて、
地方政府幹部、職員、及び議員がプロジェク
ト活動を行う上で必要な技術及び知識を修
得することにより、ハフィサバードの地方政府
においてCCB事業がより適切に行われること
を図り、CCB事業改善の経験を活用し、CCB
事業サイクルマネジメントモデルが確立する
ことに寄与する。
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（地方行政）　　　モデル③　「開発計画策定モデル・手法の形成・改善」

8．インドネシア  市民社会の
参加によるコミュニティ開発技
術協力プロジェクト（協力期
間：  2004年 1月～ 2006年 12
月）

BAPPENAS及び関連中央行政機関、地方政
府、CBOのコミュニティ開発における参加型
開発手法が改善され、JICAのCommunity
Empowerment Program（CEP）及びインドネシ
ア政府が実施しているコミュニティ開発事業
をもとに、「コミュニティ開発事業モデル」が試
作され、共同で実施され、インドネシア国東
部10州におけるコミュニティ開発事業のグッド
プラクティスが蓄積されることにより、「コミュ
ニティ開発事業モデル」における、
BAPPENAS及び関係機関、パイロット事業対
象地方政府、プロジェクト関連住民組織
（CBO）との連携が改善されることを図り、参
加型のコミュニティ開発の政策及びプロジェ
クト、プログラムが形成、実施されることに寄
与する。
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

2.地方行政の計
画・実施能力の向
上

2-2地域ニーズに
こたえる行政サー
ビス提供

2-2-1行政サービス
提供の仕組みの整
備

(*)
「地域ステークホルダー」や「地域のニー
ズや声」を、当該国の関連法令と関係当
局の許認可に沿って、グループ形成す
ることが必要。

複数の自治体を対象に同時並行に協力したことにより、
自治体間の協力関係や競争意識が生まれた。したがっ
て、複数の都市でのプロジェクト実施は単体での協力に
は見られない相乗効果が望める。（右記レファレンスプロ
ジェクト10．より）

53．ホンジュラス 地方開発の
ための自治体能力強化プロ
ジェクト（協力期間： 2011年10
月～2016年11月）

12．フィリピン ミンダナオ・ダバ
オ地域　地方行政・地域社会
強化プロジェクト（協力期間：
2007年 8月～ 2010年 7月）

34．ホンジュラス 西部地域・開
発能力強化プロジェクト（協力
期間： 2006 年9 月～2010 年
10 月）

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①少なくとも対象市の〇割以上において住民
参加型開発プロセスの手法、ツール、様式が
適用される。
②コミュニティ開発計画で立案された事業のう
ち実施された事業の数。
③対象市の少なくとも●％のコミュニティにお
いてコミュニティ開発計画が見直される。
④住民参加型開発プロセスの各コンポーネン
トにおいてコミュニティの参加の度合いが増
す。

（モデル記載案）(*)
行政サービスの提供にあたる行政官の能力
向上や地域ステークホルダーとの協働による
行政サービス提供の効率化を行うことにより、
（アウトプット）
地域のニーズや声に基づき行政サービスが計
画・実施される仕組みの整備を図り、
（アウトカム）
地方自治体が地域のニーズにこたえる行政
サービスの提供ができるようになる。
（インパクト）

（標準的指標例）
１.上位目標の指標例
（基本）
①住民参加型開発プロセスを実施している市
の数
②「国家ビジョン」、「国家計画」の指標（注）。
（注）「公共投資の 20％の分権化達成」や、
「全世帯に占める極貧世帯の割合の27％まで
の削減」等
③市開発計画作成にかかる標準要領等にお
いて、住民参加型開発プロセスが制度化され
る。
④地域住民の行政サービスへの満足度
⑤行政サービスの外部委託、民営化の状況

・既存のシステムと地元資源の活用
プロジェクトの実施においてホンジュラス政府の制度や
仕組みなどの既存のシステムを活用しつつ、ベースライ
ン調査や参加型計画プロセスを加えて改善を行った。ま
た、市連合会への能力強化、現地の事情に詳しいローカ
ルコンサルタントの活用なども効果的だった。このような
既存のシステムと地元資源の活用が効果的かつ自立発
展的なプロジェクトの運営に結びついている。（右記レ
ファレンスプロジェクト34．より）

・（悪い教訓の例として記載）実施サイクルを考慮した適
切なプロジェクト期間の設定
当初のプロジェクト実施期間は2年半の予定であったが、
中央機関からの資金のディスバースが遅れたためパイ
ロットプロジェクトの実施サイクルの期間が延びたので、
20 カ月の延長が必要となった。このように、その国の事
業の実施サイクルに沿ったプロジェクトを形成するときに
は、実施サイクルとそれに伴う不測の事態の出現をある
程度考慮して十分なプロジェクト実施期間を設定する必
要がある。（右記レファレンスプロジェクト34．より）

技術協力プロジェクトにより、向上したC/Pの技能を実際
の行政サービスに活用するためには、適切な開発計画
を策定し必要な予算を確保すること、当該行政組織の中
でC/P を適切な部署やタスクフォースに配置することが
必要である。行政能力向上を目的とする技術協力プロ
ジェクトの自立発展性をより高めるためには、活動の中
に行政組織の意思決定者（首長や地方議員など）を対象
とするコンポーネントを組み込んでおき、彼らの理解や関
心を高める工夫が必要である。（右記レファレンスプロ
ジェクト12．より）

小規模給水事業の現況が評価され、地下水
開発に係る人材が育成され、小規模給水施
設の維持管理のための住民組織化に係る人
材が育成され、小規模給水施設の計画、設
計、施工管理に係る人材が育成され、改善さ
れた給水サービス事業の実施手続きがガイ
ドラインに取り纏められることにより、ダバオ
地域のLGU の給水サービス供給能力が向
上することを図り、ダバオ地域のLGU がガイ
ドラインに基づき、改善された手法で給水
サービスを実施できるようになることに寄与
する。

市連合会構成市及びコミュニティの開発現状
及び問題点が把握・分析され、市開発計画
策定、計画に基づいた社会インフラ整備事業
の形成・実施、組織活動と予算計画及び行
政財務管理の諸プロセスが改善され、ベース
ライン調査や市開発計画策定から得られた
結果を分析し課題・有効な方法が把握され、
市町村小規模社会インフラ整備事業のPEC
（住民実施型）案件の実施から得られた結果
を分析し、PEC 事業に関する課題、有効な方
法が把握され、市町村小規模社会インフラ整
備事業のPEM（市町村実施型）事業の実施
から得られた結果を分析し、PEM事業に関す
る課題、有効な方法が把握され、改善プロセ
スでの経験を確認し、普及することにより、イ
ギート市連合会及び構成市において、社会イ
ンフラ整備事業を適切に社会的コンセンサス
が得られ、形成、実施、運営、維持管理でき
る適切なモデルが形成されることを図り、市
連合会及び構成市の能力が強化され、社会
インフラ整備事業が自立発展的に社会的コ
ンセンサスを得て、形成、実施、運営、維持
管理されることに寄与する。

①住民の参加によるメカニズム
から出された意見を取り入れて
決定された地方政府の決定の
数またはパーセンテージ（留意
点等：住民の参加によるメカニズ
ムとは、タウン・ミーティングや合
同委員会等を含む。ただ単に、
会議に招待されるだけでなく、そ
こでの意見が反映されることが
重要である。）
②地方政府が住民のインプット
を活用し、開発計画や投資を実
行した数またはパーセンテージ
（留意点等：市民の十分なイン
プットが何を示すかという基準を
プログラム/プロジェクトで確立
すること）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（地方行政）　　　モデル④「行政サービス提供の仕組みの整備」

内務・国民省（SEIP）が協力機関と連携し、
FOCALプロセス（住民参加のもと、市の現状
調査（ベースライン調査）、開発計画の策定、
事業実施の一連の開発プロセス）を普及する
ことができるようになり、対象市連合会が
FOCALプロセスを実施支援できるように強化
され、市に対する技術支援が行えるようにな
り、対象市がFOCALプロセスを実施できるよ
う強化され、地方開発の能力が強化され、内
務・国民省（SEIP）及び全国市連合
（AMHON）がFOCALプロセスの知見及び経
験共有のためのネットワークを構築すること
により、地方開発において、地域の資金や人
的資源の活用が最適化され、住民が参加で
きるよう、市連合会の支援を通じ、対象市に
おいてFOCAL プロセスが適用されることを図
り、「国家ビジョン」、「国家計画」の枠組みの
下、SEIP及び市連合を通じて、全国レベルで
FOCALプロセスが定着することに寄与する。
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 上位目標・プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（地方行政）　　　モデル④「行政サービス提供の仕組みの整備」

26．バングラデシュ 行政と住
民のエンパワメントを通じた参
加型農村開発プロジェクト
フェーズ２（協力期間： 2005年
6月～ 2010年 5月

ユニオン調整委員会（UCC）の連絡調整を担
うユニオン開発官（UDO）及びオーガナイ
ザー（O）がバングラデシュ農村開発公社
（BRDB）の行政官として育成され、UCCが、
郡、ユニオン（行政村）、村落間の連携を強
化する土台として機能し、村落開発委員会
（VC）を中心として農村住民の開発プロセス
への参加を確保する仕組みが機能し、この
仕組みを通じて住民の生活の質が向上し、
村落住民と末端の農村開発行政組織を結
び、村落住民の意向が開発に反映される仕
組み（リンクモデル）の実施体制がBRDBにお
いて強化され、リンクモデル普及のための人
材育成の体制が確立されることにより、リンク
モデルが対象地域において機能し、その普
及の体制が整うことを図り、バングラデシュ国
において、地域の特性に応じた仕組みによ
り、村落住民の意向が反映された開発が行
われることに寄与する。

←不測の事態を考慮して十分な期間を設定する必要性
は後付けで説得的でない。開始時に無用に協力期間を
長く設定するのではなく、状況の変化に柔軟に対応して、
期間を変更することが重要。計画時点ですべてを予見・
予測できていないことを挙げ足とりする評価視点が、事
業の進捗に応じて現出する開発課題への対応に保守的
となり、顧客志向を低め、設計の枠内に閉じこもる内向き
の硬直的な事業運営を専門家に誘導していることを、本
教訓は反省し是正すべき。
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